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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：ペルメトリン 

（別の呼称：3-フェノキシベンジル=3-(2,2-ジクロロビニル)-2,2-ジメチルシクロプ

ロパンカルボキシラート） 

CAS 番号：52645-53-1 

化審法官報公示整理番号：3-4010 

化管法政令番号*：1-350 

RTECS 番号：GZ1255000 

分子式：C21H20Cl2O3 

分子量：391.29 

換算係数：1 ppm = 16.00 mg/m
3
 (気体、25℃) 

構造式： 
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*注：化管法対象物質の見直し後の政令番号（平成 21 年 10 月 1 日施行） 

（2）物理化学的性状 

本物質は常温で黄色褐色から茶褐色の透明の油状の液体である1)。 

融点 34℃2)、～35℃3)、34～39℃4)、34～35℃5)
 

沸点 
200℃(0.01 mmHg)

 2)
 

220℃(0.05 mmHg)
3),4)、200℃(7.50×10

-3 
mmHg)

 5)
 

密度 1.23 g/cm
3
(20℃)

2)
 

蒸気圧 
9.75×10

-9 
mmHg(=1.3×10

-6 
Pa)(20℃)

 4) 

3.38×10
-7 

mmHg(=4.5×10
-5 

Pa)(25℃)
 5)

 

分配係数(1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水) (log Kow) 6.50
4),6)

 

解離定数(pKa) 
 

水溶性(水溶解度) 0.2 mg/1000g(20℃)
2), 4) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 

好気的分解 

土壌中半減期：4～19 日7)
 

［6］ペルメトリン 
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化学分解性  

OH ラジカルとの反応性（大気中） 

反応速度定数：23×10
-12

 cm
3
/(分子･sec)（AOPWIN

8)により計算） 

半減期：0.23～2.3 日（OH ラジカル濃度を 3×10
6～3×10

5分子/cm
3 9)と仮定し、

1 日は 12 時間として計算） 

オゾンとの反応性（大気中） 

反応速度定数：2.3×10
-19

 cm
3
/(分子･sec) （AOPWIN

8)により計算）  

半減期：11～69 日（オゾン濃度を 3×10
12～5×10

11分子/cm
3 9)と仮定して計算） 

加水分解性 

安定（pH=5 又は 7）10)、半減期：50 日（pH=9、25℃）11)
 

 

生物濃縮性 

 生物濃縮係数(BCF)： 560(ニジマス)
12)、640(シープスヘッドミノー)

13)
 

 

土壌吸着性 

 土壌吸着定数(Koc)：1,815
7)

 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の化審法の第三種監視化学物質として届出られた製造・輸入数量の推移14)と国内

生産量15)の推移を表 1.1 に示す。 

 

表 1.1 製造・輸入数量、国内生産量の推移 

平成（年度） 11 12 13 14 15 

製造・輸入数量(t)
a), 14)

 - - - - - 

生産量（t）b),c), 15)
 - 23 27 - - 

生産量（t）b),d), 15)
 16 16 14 16 17 

平成（年度） 16 17 18 19 20 

製造・輸入数量(t)
 a), 14)

 - - 420 396 553 

生産量（t）b), c) 15)
 11.6 25.6 36.1 20.1 - 

生産量（t）b),d), 15)
 22 19 15 18 16 

注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業所内での自家消費分を含んでいない値を示す 

b) 農薬年度 

c) 原体として報告されている値 

d) 製剤としての値を、製剤原体含有率を用いて原体当たりに換算した値 

 

本物質の化学物質排出把握管理促進法（化管法）における製造・輸入量区分は、10t 以

上とされている16)。 

本物質の平成 14 年度における原体の使用量は、しろあり防除剤として 19t、不快害虫

用殺虫剤として 0.041t である17)。 
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② 用 途 

本物質はピレスロイド系殺虫剤の有効成分（原体）であり、エアゾール剤、くん煙剤、

水和剤、乳剤や粒剤など、さまざまな用途に用いられている1)。 

家庭用としては園芸用殺虫剤の他、衛生害虫用の殺虫剤として用いられている場合が

ある1)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は農薬取締法の登録農薬であり、化学物質審査規制法第三種監視化学物質（通し

番号：40）及び化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号：350）に指定

されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を

確保する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に

評価することとし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則と

して最大濃度により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 19 年度の

届出排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2),3)から集計した排出量等

を表 2.1 に示す。なお、届出外排出量移動体の推計はなされていなかった。 

 

表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 19 年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 0.5 0 0 0 0.6 8,635 0.3 24,264 9,040 - 0.5 33,304 33,305

３－フェノキシベンジル＝３－（２，２－ジクロロビニル）－２，２－ジメチルシクロプロパンカルボキシラート（別名ペルメトリン）

業種等別排出量(割合) 0.5 0 0 0 0.6 8,635 0.3 24,264 9,040 0

0.4 0 0 0 0 214 届出 届出外

(80.0%) (2.5%) 0% 100%

0.3

(100%)

0.1 0 0 0 0.3 8,120

(20.0%) (50.0%) (94.0%)

0 0 0 0 0.3 301

(50.0%) (3.5%)

16,866 434

(69.5%) (4.8%)

7,398 8,606

(30.5%) (95.2%)

総排出量の構成比(%)

届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

届出
排出量

届出外
排出量

合計
排出量　　(kg/年)

届出

農薬製造業

農薬

殺虫剤

移動量　　(kg/年)排出量　　(kg/年)

医薬品製造業

下水道業

化学工業

 

 

本物質の平成 19 年度における環境中への総排出量は、33t となり、そのうち届出外排出

量は 33t で全体の 99％超であった。届出排出量のうち 0.0005t が大気へ排出されるとしてお

り、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量が 0.0006t、廃棄物への移動量が 8.6t

であった。届出排出量の主な排出源は医薬品製造業（80％）であった。 

表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出

外排出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は

届出排出量の割合をもとに、届出外排出量非対象業種・家庭の媒体別配分は「平成 19 年度

PRTR 届出外排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を

媒体別に合計したものを表 2.2 に示す。 

 

表 2.2 環境中への推定排出量 

媒  体 推定排出量(kg) 

大  気 

水  域 

土  壌 

7,411  

  2,571  

    23,323  

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を、表 2.1 に示した環境中への推定排出量を基に
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USES3.0 をベースに日本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モデ

ル4)を用いて予測した。予測の対象地域は、平成 19 年度に環境中及び土壌への排出量が最

大であった新潟県（土壌への排出量 2.33t、大気への排出量 0.11t、公共用水域への排出量

0.05t）、公共用水域への排出量が最大であった愛知県（土壌への排出量 0.72t、大気への排

出量 0.43t、公共用水域への排出量 0.16t）及び大気への排出量が最大であった東京都（土壌

への排出量 1.2t、大気への排出量 0.92t、公共用水域への排出量 0.12t）とした。予測結果を

表 2.3 に示す。 

 

表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

媒 体 

分配割合(%) 

上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 大 気 公共用水域 土 壌 

新潟県 東京都 愛知県 新潟県 

大 気 0.0 0.0 0.0 0.0 

水 域 18.2 26.6 34.8 18.2 

土 壌 68.7 54.3 40.2 68.7 

底 質 13.1 19.2 25.1 13.1 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確

認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4

に示す。 

 

表 2.4 各媒体中の存在状況 

媒 体 
幾何 

平均値 

算術 

平均値 
最小値 最大値 

検出 

下限値 
検出率 調査地域 測定年度 文 献 

             

公共用水域・淡水 a)   µg/L <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/7 川崎市 2003 5) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/5 長崎県 2000 6) 

  -
b)

 -
b)

 ND 0.02 -
b)

 1/6 横浜市 1999 8) 

  <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/238 全国 1998 7) 

           

公共用水域・海水 a)   µg/L <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/7 川崎市 2003 5) 

  -
b)

 -
b)

 ND ND -
b)

 0/3 横浜市 1999 8) 

  <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/11 全国 1998 7) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/6 川崎市 2003 5) 

  <0.001 <0.001 <0.001 0.0013
 

0.001 1/5 長崎県 2000 6) 

             <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 0.01 0/89 全国 1998 7) 

           

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/7 川崎市 2003 5) 

  <0.01 <0.01 <0.01 <0.01
 

0.01 0/5 全国 1998 7) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g 0.0013 0.0019 <0.001 0.0033 0.001 1/2 長崎県 2000 6) 

  <0.008 <0.008 <0.008 0.009 0.008 2/47 全国 1998 7) 

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g <0.008 <0.008 <0.008 <0.008 0.008 0/1 愛知県 1998 7) 
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注：a) 1999年度における神奈川県内5地点(淡水域4地点と海域1地点)の水質調査において、1検体での検出

(0.02 μg/L)が報告されている9) 

 b) 報告されていない 

 

（4）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5 のように整理し

た。水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域

の淡水域では 0.05 µg/L 未満、海水域では 0.05 µg/L 未満程度となった。 

なお、水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準の検討において、環境中予測濃度

（水産 PECtier1）0.022 μg/L が算出されている10)。 

 

表 2.5 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 

 

海 水 

0.05 µg/L 未満 (1998) 

 

0.05 µg/L 未満程度 (1998) 

0.05 µg/L 未満 (1998) 

 

0.05 µg/L 未満程度 (1998) 

注：淡水は､河川河口域を含む 
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３．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性

を確認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.1 のとお

りとなった。 

 

表 3.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急 

性 

慢 

性 
毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性 
文献 No. 

藻 類  ○ 0.21*1 
Pseudokirchneriella 

subcapitata 
緑藻類 

NOEC 

GRO(AUG) 
3 E B*1 5) 

  ○ 14 
Pseudokirchneriella 

subcapitata 
緑藻類 

NOEC 

GRO(RATE) 
3 E A / B*2 5) 

 ○  68 
Skeletonema 

costatum 
珪藻類 

EC50  

GRO(FCC) 
4 B B 1)-5297 

 ○  92 
Skeletonema 

costatum 
珪藻類 

EC50 

GRO(FCC) 
4 B B 1)-3644 

 ○  540*1 
Pseudokirchneriella 

subcapitata 
緑藻類 

EC50 

GRO(AUG) 
3 E B*1 5) 

 ○  >900 
Pseudokirchneriella 

subcapitata 
緑藻類 

EC50 

GRO(RATE) 
3 E A / B*2 5) 

 ○  1,600 Anabaena inaequalis 藍藻類 
EC50 

GRO(yield) 
12～14 B C 1)-15991 

 ○  5,000 Anabaena inaequalis 藍藻類 
EC50 

GRO(RATE) 
12～14 B C 1)-15991 

甲殻類  ○ 0.01 Americamysis bahia アミ科 NOEC MOR 28 C C 1)-3750 

 ○  0.018 Menippe mercenaria 
オウギガニ科 

(ゾエア期幼生) 
LC50  MOR 4 C C 1)-3644 

 ○  0.02 Americamysis bahia アミ科 LC50  MOR 4 B B 1)-15639 

 ○  0.021 Hyalella azteca ヨコエビ科 LC50  MOR 4 C C 1)-90039 

 ○  0.046 Americamysis bahia アミ科 LC50  MOR 4 C C 1)-3644 

 ○  0.05 Palaemonetes pugio 
テナガエビ科

(1-2日齢) 
LC50  MOR 4 B B 1)-97339 

 ○  0.095 Americamysis bahia アミ科 LC50  MOR 4 C C 1)-13513 

 ○  0.13 
Crangon 

septemspinosa 
エビジャコ属 LC50  MOR 4 B B 1)-5186 

 ○  0.17 Penaeus duorarum ウシエビ属 LC50  MOR 4 C C 1)-13513 

 ○  0.17 
Gammarus 

pseudolimnaeus 
ヨコエビ属 LC50  MOR 4 B B 1)-6797 

 ○  0.43 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 

2 

(試験溶液
300mL) 

C C 1)-2554 

 ○  <1.2 Orconectes immunis 
アメリカザリガ

ニ科 
LC50  MOR 4 D C 1)-12004 

 ○  1.26 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 B B 1)-6797 
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生物群 
急 

性 

慢 

性 
毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性 
文献 No. 

 ○  <1.4 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 D C 1)-12004 

 ○  2.7 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 E A / B*2 5) 

魚 類   0.65 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス（稚魚） LOEC  GRO 42 B C 1)-12069 

  ○ 0.66 Pimephales promelas 
ファットヘッドミノ

ー（胚） 

NOEC  

MOR（仔魚） 
32 A A 1)-10503 

 ○  0.69 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス(1g級) LC50  MOR 

4 

（10℃） 
A A 1)-5256 

 ○  >1.0 
Oncorhynchus clarkii 

stomias 
サケ属 LC50  MOR 

4 

（止水式） 
B B 1)-65396 

 ○  1.6 
Oncorhynchus clarki 

henshawi 
サケ属 LC50  MOR 

4 

(止水式) 
B B 1)-65396 

 ○  1.7 
Oncorhynchus gilae 

apache 
サケ属 LC50  MOR 

4 

(止水式) 
B B 1)-65396 

 ○  2.06 Ictalurus punctatus アメリカナマズ LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  2.2 Menidia menidia 
トウゴロウイワ

シ科 
LC50  MOR 4 B B 1)-15639 

 ○  2.9 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス LC50  MOR 

4 

(7℃, pH7.0,  

硬度40mg/L) 

B B 1)-6797 

 ○  3.17 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス(1g級) LC50  MOR 

4 

（15℃） 
A A 1)-5256 

 ○  3.2 Salvelinus fontinalis カワマス LC50  MOR 4 B B 1)-6797 

 ○  4.56 Lepomis macrochirus ブルーギル LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  4.62 Gambusia affinis カダヤシ LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  5.47 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  5.6 Lepomis macrochirus ブルーギル LC50  MOR 

4 

(22℃, pH6.5,  

硬度44mg/L) 

B B 1)-6797 

 ○  5.7 Pimephales promelas 
ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-6797 

 ○  6.40 Pimephales promelas 
ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  7.0 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-10536 

 ○  7.2 Ictalurus punctatus アメリカナマズ LC50  MOR 4 B B 1)-6797 

  ○ 10.0 
Cyprinodon 

variegatus 

キプリノドン科

（胚） 
NOEC MOR 28 A A 1)-10467 

 ○  15.6 Pimephales promelas 
ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-10536 

 ○  >197 Carassius auratus キンギョ LC50  MOR 4 A A 1)-12004 

 ○  240 Cyprinus carpio コイ LC50  MOR 4 E A / B*2 5) 

その他 ○  0.073 
Chironomus 

salinarius 
シオユスリカ LC50  MOR 1 C C 1)-11927 

 ○  0.090 Procloeon sp. 
ヒメウスバコカ

ゲロウ属 
LC50  MOR 2 C C 1)-90039 
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生物群 
急 

性 

慢 

性 
毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント 

／影響内容 

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性 
文献 No. 

 ○  0.27 Aedes aegypti ネッタイシマカ LC50  MOR 1 C C 1)-12051 

 ○  0.28 Aedes aegypti 
ネッタイシマカ 

（ROCK系統） 
LC50  MOR 2 B B 1)-11837 

 ○  0.45 Aedes aegypti ネッタイシマカ LC50  MOR 1 D C 1)-3916 

 ○  0.56 
Chironomus 

plumosus 
オオユスリカ EC50  IMM 2 D C 1)-6797 

  ○ 1 Rana temporaria 
アカガエル属

（胚） 
NOEC  

GRO / MOR 

変態期(G42)

まで 
B C 1)-88266 

 ○  1.40 
Culex pipiens 

quinquefasciatus 
ネッタイイエカ LC50  MOR 1 C C 1)-699 

 ○  <2.5 Tanytarsus dissimilis ヒゲユスリカ属 LC50  MOR 2 C C 1)-12004 

 ○  10 Chironomus dilutus ユスリカ属 LC50  MOR 4 C C 1)-90039 

  ○ 10 Lampsilis siliquoidea イシガイ科(稚貝) MATC MOR 21 A A 1)-99469 

 ○  115 Rana catesbeiana ウシガエル LC50  MOR 4 C C 1)-12004 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 

E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 

A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、 

LOEC (Lowest Observed Effect Concentration) : 最小影響濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

MATC (Maximum Acceptable Toxicant Concentration) : 最大許容濃度 

影響内容 

GRO (Growth) : 生長（植物）、成長（動物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡 

（ ）内：毒性値の算出方法 

AUG (Area Under Growth Curve)：生長曲線下の面積により求める方法（面積法） 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

Yield：試験期間の収量より求める方法 

FCC (Final Cell Concentration[or Counts])：試験終了時の藻類細胞密度（または細胞数）より求める方法 

 

*1 原則として速度法から求めた値を採用しているため採用の可能性は「B」とし、PNEC 導出の根拠としては用いない 

*2 環境省の審議会における農薬登録保留基準値案の検討の際に参照された知見であり、採用の可能性は「A」または「B」

であると考えることができる 

 

注）各生物群における二重線以降のデータについては網羅的にとりまとめたものではない 

 

 
 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値の

それぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。その

知見の概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類 

Walsh と Alexander
1)-5297は、珪藻類 Skeletonema costatum の生長阻害試験を実施した。試験

溶液は、塩分 30 の試験培地を用い、アセトン 0.1mL/26mL を助剤として調製された。珪藻
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類の生長量は、試験終了時の細胞数により求められた。設定濃度に基づく 96 時間半数影響

濃度(EC50)は 68µg/L であった。 

また、中央環境審議会では、ペルメトリンについて水産動植物の被害防止に係る農薬登

録保留基準値案が検討された。緑藻類 Pseudokirchneriella subcapitata の生長阻害試験におい

て、設定試験濃度は 0.24、0.98、3.9、16、63、250、1,000µg/L（公比 4）であり、試験溶液

はジメチルホルムアミド(DMF) 0.1mL/L を助剤に調製された。被験物質の平均実測濃度は

0.21、0.77、3.1、14、49、200、900µg/L であった。速度法による 72 時間無影響濃度(NOEC)

は、実測濃度に基づき 14µg/L であった 5)。 

 

2） 甲殻類 

Schimmel ら 1)-15639 は、米国 ASTM の試験方法(E729-80,1980) を改変した Nimmo らの方法

(1978) に従って、アミ科 Americamysis bahia（＝Mysidopsis bahia）の急性毒性試験を実施し

た。試験は流水式（流速 360L/日）で行われ、試験溶液の調製には、試験用水としてろ過海

水が、助剤としてトリエチレングリコール(TEG) 0.5mL/L が用いられた。試験溶液の塩分は

22.6 であった。設定濃度に基づく 96 時間半数致死濃度(LC50)は 0.02µg/L であった。 

 

3） 魚類 

Kumaraguru と Beamish
1)-5256 は Sprague(1969)の方法に従って、 1g 級のニジマス

Oncorhynchus mykiss（＝Salmo gairdneri）の急性毒性試験を実施した。試験は流水式（流速

3L/g/日以上、8～10 時間で 90～95％換水）で行われた。設定試験濃度区は対照区及び 7 濃

度区(0.5～8.0µg/L)であった。試験溶液はエタノールを助剤に調製された。被験物質の実測

濃度は試験期間を通して設定濃度の 84～95％であった。水温 10℃における 96 時間半数致

死濃度(LC50)は、実測濃度に基づき 0.69µg/L であった。 

また、Spehar ら 1)-10503はファットヘッドミノーPimephales promelas の胚を用いて、魚類初

期生活段階毒性試験を実施した。試験は流水式（流速 12.5±1mL/分）で行われ、設定試験濃

度区は対照区及び 5 濃度区であった。試験用水には紫外線で殺菌し 25±2℃に温めた砂ろ過

スペリオル湖水（硬度 34～48mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質の平均実測濃度

は<0.01（対照区）、0.11、0.18、0.33、0.66、1.40µg/L であった。仔魚の死亡に関する 32 日

間無影響濃度(NOEC)は、実測濃度に基づき 0.66µg/L であった。 

 

4） その他 

Beard ら 1)-11837 は WHO の標準方法(WHO/VBC/81.807, 1981) に準拠し、ネッタイシマカ

Aedes aegypti の急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、試験溶液はエタノールを

助剤に調製された。ROCK 系統の 48 時間半数致死濃度(LC50)は、設定濃度に基づき 0.28µg/L

であった。 

 また、Bringolf ら 1)-99469は米国 ASTM の試験方法(E2455-06, 2006) に基づき、イシガイ科

Lampsilis siliquoidea の稚貝を用いて 21 日間慢性毒性試験を実施した。試験は半止水式 (48

または 72 時間毎に 95％換水)で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、0.012、

0.025、0.05、0.1、0.2mg/L（公比 2）であった。試験溶液は、米国 APHA の標準法(1995)に

従った再調整硬水（硬度 160～184mg/L、CaCO3 換算）を試験用水に、0.02％以下の濃度の
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アセトンを助剤に調製された。被験物質の実測濃度は設定濃度の 116.2±8.2％であった。死

亡に関する 21 日間最大許容濃度(MATC)は、実測濃度に基づき 10µg/L であった。 

 

 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じた

アセスメント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 
 

急性毒性値 

藻類 Skeletonema costatum 生長阻害；96 時間 EC50 68µg/L   

甲殻類 Americamysis bahia 96 時間 LC50  0.02µg/L   

魚類 Oncorhynchus mykiss 96 時間 LC50  0.69µg/L   

その他 Aedes aegypti 48 時間 LC50  0.28µg/L   

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他生物について信頼

    できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうちその他生物を除く最も小さい値（甲殻類の 0.02µg/L）をアセスメ

ント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 0.0002µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 

藻類 

魚類 

Pseudokirchneriella subcapitata 

Pimephales promelas 

生長阻害；72 時間 NOEC 

死亡；32 日間 NOEC  

14µg/L   

0.66µg/L   

その他 Lampsilis siliquoidea 死亡；21 日間 MATC  10µg/L   

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類、魚類）及びその他生物について信頼できる知

 見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうちその他生物を除いた小さい方の値（魚類の 0.66µg/L）をアセスメ

ント係数 100 で除することにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 0.0066µg/L が得られた。 

 

 本物質の PNEC としては甲殻類の急性毒性値から得られた 0.0002µg/L を採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 3.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 0.05µg/L未満 (1998) 0.05µg/L未満 (1998) 
0.0002 

µg/L 

< 250 

公共用水域・海水 0.05µg/L未満程度 (1998) 0.05µg/L未満程度 (1998) < 250 

注：1）水質中濃度の（ ）内の数値は測定年度を示す  

   2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

 

 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域で 0.05µg/L 未満、海水域

では 0.05µg/L 未満程度であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度(PEC)

も、淡水域で 0.05µg/L 未満、海水域では 0.05µg/L 未満程度であった。 

予測環境中濃度(PEC)と予測無影響濃度(PNEC)の比は、淡水域、海水域とも 250 未満とな

り、現時点では判定ができない。 

本物質については用途の動向、製造輸入数量や環境中への排出量の推移を把握し、必要

に応じて環境中濃度の情報を充実させることについて検討する必要があると考えられる。 
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